
 

 

 

 

 

 

 

 

 

入  札  説  明  書 

 

（西京区保健福祉センター別館冷暖房保守管理業務委託） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

西京区役所 

 

 



本一般競争入札については、関係法令に定めるもののほか、この入札説明書

によるものとします。 

 

１ 入札に付する事項 

⑴  調達件名 

西京区保健福祉センター別館冷暖房保守管理業務委託 

⑵  調達物品の特質等 

入札説明書及び仕様書のとおり 

⑶  契約期間 

令和５年４月１日～令和６年３月３１日 

 

２ 入札参加資格に関する事項 

以下に掲げる入札参加資格の種類に応じ、その全てを満たす者 

⑴  入札の前に確認する資格（以下「事前確認資格」という。） 

ア 入札書を提出しようとする日（以下「申請日」という。）の前日にお

いて京都市契約事務規則（以下「規則」という。）第４条第２項に規定

する一般競争入札有資格者名簿（物品）に登載されている者（以下「登

録業者」という。）又は登録業者以外の者で申請日の前日までに令和４

年８月８日付け京都市告示第２８７号（以下「告示」という。）に定め

る物品の資格の申請を行っていること。 

イ 申請日から事前確認資格の確認の日までの間において、京都市競争入

札等取扱要綱（以下「要綱」という。）第２９条第１項の規定に基づく

競争入札参加停止（以下「参加停止」という。）を受けていないこと。 

ウ 本件入札に参加しようとする個人、法人の代表者又は個人若しくは法

人の代表者の委任を受けた者（以下「代表者等」という。）が、本件入

札に参加しようとする他の代表者等と同一人でないこと。 

⑵  開札の後に確認する資格（以下「事後確認資格」という。） 

ア 登録業者以外の者で、申請日の前日までに告示に定める資格の申請を

行っている者にあっては、開札の時までに告示に定める資格を有する者



であると認められていること。 

イ 事前確認資格の確認の日から事後確認資格の確認の日までの間にお

いて、参加停止を受けていないこと。 

 

３ 入札への参加申込 

  入札に参加しようとする者は、下記の書類を提出すること。 

 なお、指定する期間内に必要な書類を提出しない者又は事前確認資格がな

いと認められた者は、本件入札に参加することができない。 

⑴  提出書類 

（別紙１）参加票 

⑵  提出先 

〒615-8522  京都市西京区上桂森下町25-1 

  西京区役所地域力推進室 総務・防災担当 

 電話 075-381-7157 

⑶  提出方法及び提出期限 

  令和５年２月１０日（金）までに３⑵の場所に郵便を必着させること。

（ただし、郵送が困難な場合は事前連絡の上、持参も可とする。） 

 

４ 入札書の記入について 

⑴  押印は、会社印と代表者印を朱肉により押印すること。 

⑵  入札価格は、仕様書記載の業務を施行するために必要な委託料の合計価

格を消費税及び地方消費税相当額を除いた年額で記載すること。 

⑶  くじ番号（任意の３桁の数字）を記載すること。くじ番号の活用方法に

ついては６落札者の決定方法を参照。 

 

５ 入札方法等 

⑴  入札は、原則、書留郵便（一般書留、簡易書留又はレターパックプラスのいず

れかによる）による。ただし、郵送が困難な場合は事前連絡の上、持参も可と

する。 



⑵  入札書を封入する封筒は二重封筒とし、入札書を入れて封印した内封筒

（長形３号封筒）には、封筒の表面に「２月２０日開札 西京区総合庁

舎冷温水発生機、空調設備及び付属設備保守管理業務委託の入札書」と

記載し、裏面に入札者の住所、商号及び氏名（法人にあっては、主たる

事務所の所在地、名称及び代表者名、届出済みの受任者がある場合は、

受任者に係る事務所の所在地及び氏名）を記載し、外封筒には「２月２

０日開札 西京区総合庁舎冷温水発生機、空調設備及び付属設備保守管

理業務委託の入札書在中」と記載したうえ封印すること。 

内封筒には、必ず入札案件ごとの入札書を封入すること。複数の入札書

を入れて郵送された場合はすべて無効とする。外封筒に複数の内封筒を

入れることは可能とする。なお、提出された入札書は、書き換えたり、

撤回することはできない。 

 

６ 落札者の決定方法 

⑴  予定価格は公表しない。予定価格の範囲内で入札し、かつ、事後確認

資格があると認められた者の中で、最低の価格をもって入札した者を

落札者とする。 

⑵  応札額が予定価格を超過した場合は、１回に限り再度の入札（郵便入札）

を行う。この場合は、１回目の開札後、速やかに１回目の最低入札価格

及び再度入札の入札書提出期限等をＦＡＸ等で入札参加者に通知する

ので、提出期限までに５⑵の方法により（別紙３）入札書（再入札）を

書留郵便により送付すること。ただし、郵送が困難な場合は事前連絡の上、

持参も可とする。開札の結果、落札となるべき同価格の入札をしたものが

２者以上あるときはくじにより決定する。（別添２ 郵便入札におけるくじ引

きによる落札者の決定について参照） 

再度の入札でも成立しない場合は、最低入札価格を提示した事業者と交

渉を行い、成立しない場合は、入札価格の低い順で、入札参加者と交渉

を行う。なお、入札参加者の全員と交渉が成立しない場合は、他の事業

者と契約を締結することもある。 



⑶  １回目の開札の結果、落札となるべき同価格の入札をしたものが２者以

上あるときは、１回に限り当該事業者により再度の入札（郵便入札）を

行う。１回目の開札後、速やかに１回目の最低入札価格及び再度入札の

入札書提出期限等をＦＡＸ等で入札参加者に通知するので、提出期限ま

でに５⑵の方法により（別紙３）入札書（再入札）を書留郵便により送

付すること。ただし、郵送が困難な場合は事前連絡の上、持参も可とする。再

度同様の場合はくじにより決定する。（別添２ 郵便入札におけるくじ引きによ

る落札者の決定について参照） 

 

７ 入札期間及び開札日時等 

⑴  書留郵便による入札期間 

令和５年２月１７日（金）午後５時までに、３⑵の場所に必着させるこ

と。（ただし、郵送が困難な場合は事前連絡の上、持参も可とする。） 

⑵  開札日時 

令和５年２月２０日（月）午後２時１５分から開札する。 

⑶  書留郵便による再度入札期間 

令和５年２月２７日（月）午後５時までに、３⑵の場所に必着させるこ

と。（ただし、郵送が困難な場合は事前連絡の上、持参も可とする。） 

⑷  再度開札日時 

令和５年２月２８日（火）午後２時から開札する。 

 

８ 開札の立合い 

⑴  入札参加者のうち立ち会いを希望する者があるときは、各事業者１名ま

で開札に立ち会うことができる。立会人が２名に満たない場合は、入札

事務に関係のない職員が開札に立会うこととする。 

⑵  立ち会いを希望する場合は、令和５年２月１６日（水）正午までに、３

⑵の場所に電話にて連絡すること。 

⑶  開札場所及び再度改札場所は西京区役所２階研修室とする。 

 



９ 落札決定の通知等 

⑴  落札決定の通知 

落札決定日の午後３時以降に電話により通知する。 

⑵  落札者以外の入札参加者に対する通知 

落札決定日の翌日から５日（日数の計算に当たっては、休日を除く。）

以内に請求があった場合に限り、落札結果を口頭により通知する。 

 

10 入札の無効 

⑴  京都市契約事務規則（以下「規則」という。）第６条の２各号（第３号及

び第１３号を除く。）に定めるもののほか、申請書その他の提出書類に虚

偽の記載をした者が行った入札は、無効とする。 

⑵  次の場合は、無効又は失格となり、入札には参加できない。 

ア 入札書に記名又は押印（会社印と代表者印）が漏れていたとき 

及び押印が朱肉以外でされていたとき 

イ 価格の記入に訂正又は二重書きがあるとき 

ウ ２通以上の入札書を提出したとき 

 

11 入札保証金及び契約保証金 

免除 

 

12 契約書の作成 

  契約書は、本市がこの入札説明書と共に提示する契約書案に基づいて、原

本２通を作成し、本市及び落札者が記名押印のうえ、それぞれ各１通を保有

することとする。 

 

13 入札及び契約に関する問合せ先 

  ３⑵に同じ。 

 

14 予算不成立の場合の無効 



契約日は令和５年４月１日とする。ただし、本件調達に係る予算が成立

しない場合は、契約を締結しない。また、京都市の都合により、本件調達に

係る予算を計上しない場合又は減額する場合があり、これらの場合におい

ては、落札者と契約を締結しないこと又は契約締結前後において予定数量・

金額等を大幅に削減することがある。 

なお、これらの契約不締結や減額等によって、落札者において損害が発

生した場合であっても、落札者は、京都市に対し、その補償等を一切請求す

ることはできない。 

 

15 その他 

⑴  契約手続において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限

る。 

⑵  提出された資料は、返却しない。 

⑶  入札における談合等不正行為があったと認められる場合は、契約を解除

することがある。業者間での不正な価格についての事前打合わせ等は厳

に慎むこと。 

⑷  ２⑵アに該当する者が落札者となったときは、契約の締結時に京都市暴

力団排除条例施行規則第７条に規定する誓約書を提出すること。 

なお、誓約書を提出しない場合は、契約を締結しない。 

 



（入札説明書－別添１） 

郵便入札封筒の記載例（内封筒） 

 

 

 

       内封筒（表）           内封筒（裏） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【必須記載事項】 

（表） 

 ・案件名（２月２０日開札 ○○○○業務委託の入札書） 

（裏） 

・入札者の住所、商号及び氏名（法人にあっては、主たる事務所の所在地、名称及び 

代表者名、届出済みの受任者がある場合は、受任者に係る事務所の所在地及び氏名） 

 

【封入書類】 

入札書（必ず入札案件ごとの入札書を封入すること。） 
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開
札 

○
○
○
○
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の
入
札
書 

㊞ 

㊞ 

○
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○
市
○
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○
○
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株
式
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代
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取
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○
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○
○ 



郵便入札封筒の記載例（外封筒） 

 

 

 

       外封筒（表）           外封筒（裏） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【必須記載事項】 

（表） 

 ・宛先 〒615-8522 

京都市西京区上桂森下町２５の１ 

西京区役所 地域力推進室 総務・防災担当 宛 

・「２月２０日開札 ○○○○業務委託の入札書在中」の記載（朱書） 

（裏） 

・入札者の住所、商号及び氏名（法人にあっては、主たる事務所の所在地、名称及び 

代表者名、届出済みの受任者がある場合は、受任者に係る事務所の所在地及び氏名） 

 

【封入書類】 

内封筒（複数の封入も可能） 
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所 

地
域
力
推
進
室 

総
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宛 

615-8522 



（入札説明書－別添２） 

 

郵便入札におけるくじ引きによる落札者の決定について 

 

以下の手順によりくじ引きを行い、その当選者を落札者に決定する。 

 

１ くじ引きの手順 

(１) 入札参加者は、入札書の「くじ番号」欄に３桁の任意の自然数(０００～９９９)をあ

らかじめ記入した上で、入札書を作成、郵送する。なお、「くじ番号」欄の各桁の数値が

不明確または未記入の場合は、当該数値に「９」を割り当てる。 

 

【くじ番号記入例】 

1 2 3  この場合、くじ番号は「１２３」 

         

0 1 2  この場合、くじ番号は「１２」 

         

7  9 1   この場合、くじ番号は「７９１」 

 

(２) くじ引きの対象となる入札参加者に対し、入札書に記載された３桁の「くじ番号」の

小さい者から順に０からの番号を付ける。ただし、「くじ番号」が同一の者が２者以上あ

る場合は、当該入札参加者間に付す番号は商号の五十音順とする。 

【例】対象となる者が２者の場合：付ける番号は０、１ 

対象となる者が３者の場合：付ける番号は０、１、２ 

(３) 入札書（無効な入札（入札に参加する者の公募に係る入札説明書等に記載されている

入札参加の条件を具備していない者の提出したもの等）を除く。）に記載された「くじ番

号」を合計する。 

(４) (３)により合計した数値をくじ引きの対象となる入札参加者の数で割り、余りを求め 

る。割り切れた場合は０とする。 

(５) (２)により付けた番号と(４)により算出した余りが一致した者を落札者とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



２ 例 

入札参加者 くじ番号 
くじ引きの対象となる入札参加者に付す番号 

パターン１  パターン２  パターン３ 

Ａ 012 0     

Ｂ 123 2 1   

Ｃ 102 1 0 0 

Ｄ 324 3 2 1 

Ｅ 354 4 3   

合計 915 

（Ａ、Ｂ、Ｃ、 

Ｄ、Ｅの５者が 

くじ引きの対象

となった場合） 

（Ｂ、Ｃ、Ｄ、 

Ｅの４者がくじ 

引きの対象とな 

った場合） 

（Ｃ、Ｄの２者が

くじ引きの対象

となった場合） 

 

＜失格者等がいない場合＞ 

パターン１ ： ( 012+123+102+324+354 )÷5＝183 余り 0 → Ａが落札 

(183×5=915) 

パターン２ ： ( 012+123+102+324+354 )÷4＝228 余り 3 → Ｅが落札 

(228×4+3=915) 

パターン３ ： ( 012+123+102+324+354 )÷2＝457 余り 1 → Ｄが落札 

(457×2+1=915) 



（別紙１）

令和５年２月２０日（月）の入札に参加します。

（提出期限）令和５年２月１０日

宛先　西京区役所地域力推進室総務・防災担当　市川　行　FAX(075)381-6135

入　札　参　加　票
（西京区保健福祉センター別館冷暖房保守管理業務委託）

会社名　　　　　　　　　　　　㊞



（別紙２）

令和　　　　　年 月 日

印

電話

百万 千 円

円

※くじ番号は任意の３桁の数字を記入してください

入札書の記載及び契約金額について

入　　札　　書

（あて先）　京都市西京区長

入札者の住所（法人にあっては、主た
る事務所の所在地）

入札者の商号及び氏名（法人にあっては、
名称及び代表者名）

　京都市契約事務規則第６条第1項の規定により一般競争入札に参加しま
す。

金　額

くじ番号

　入札参加者は、消費税及び地方消費税課税事業者、免税業者に関係なく、消費税及
び地方消費税相当額を除いた金額を入札書に記載すること。
　落札金額は、入札書に記載された金額に消費税及び地方消費税相当額を加算したも
のとし、1円未満の端数が生じたときは、端数金額を切り捨てるものとする。

物件の名称 西京区保健福祉センター別館冷暖房保守管理業務委託

物件の数量
及び単価

業務細目名 金額

合計



（別紙３）

令和　　　　　年 月 日

印

電話

百万 千 円

円

入札書の記載及び契約金額について

　入札参加者は、消費税及び地方消費税課税事業者、免税業者に関係なく、消費税及
び地方消費税相当額を除いた金額を入札書に記載すること。
　落札金額は、入札書に記載された金額に消費税及び地方消費税相当額を加算したも
のとし、1円未満の端数が生じたときは、端数金額を切り捨てるものとする。

物件の名称 西京区保健福祉センター別館冷暖房保守管理業務委託

物件の数量
及び単価

業務細目名 金額

合計

入　札　書（ 再 入 札 ）

（あて先）　京都市西京区長

入札者の住所（法人にあっては、主た
る事務所の所在地）

入札者の商号及び氏名（法人にあっては、
名称及び代表者名）

　京都市契約事務規則第６条第1項の規定により一般競争入札に参加しま
す。

金　額



仕 様 書 

 

西京区役所地域力推進室総務・防災担当 

（担当 市川、村山 電話３８１－７１５７） 

委 託 名 西京区保健福祉センター別館冷暖房保守管理業務委託 

契 約 期 間 令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで 

契 約 条 件 

 

別添「西京区保健福祉センター別館冷暖房保守管理業務委託 

仕様書」のとおり 

 

   注 本仕様について不明な点がある場合は、西京区役所地域力推進室総務・防災 

担当の指示に従ってください。 

 

 



冷房機保守管理業務委託仕様書 

 

この仕様書においては、京都市西京保健福祉センター別館を「甲」といい、受託業者を

「乙」という。 

 

１ 総則 

   乙は、京都市西京保健福祉センター別館庁舎の冷房機の保守管理（冷房機切り替え工

事、始業点検運転調整等をいう以下同じ）を京都市契約事務規則並びに関係法規等を遵

守し安全に施行すること。 

   また甲は、京都市役所オリジナル環境マネジメントシステム（ＫＹＯＭＳ）実施事業

所のため、乙は、甲が行うＫＹＯＭＳに係る各種取組に積極的に協力すること。また、

当該業務に従事する者に、甲の環境方針、取組事項等を周知すること。 

 

⑴  委託期間 

令和５年５月１５日～令和５年１０月６日 

⑵  遵守事項 

 乙は、この業務については、京都市契約事務規則を遵守するとともに、火災予防につ

いては特に留意し、又契約履行中知り得た京都市の秘密に属する事項を第三者に漏らし

てはならない。 

⑶  損害賠償額の算定 

 冷房機の保守管理業務の実施に伴い、京都市の施設に損害が生じた場合、損害賠償額

の算定については、京都市の決定によるものとする。 

⑷  業務上の傷害 

 派遣技術者の業務上等の、傷害事故については、本市は、一切責任を負わないものと

する。 

⑸  権利の譲渡 

 乙は、本市の同意がなければ、本契約により生じた権利義務を第三者に譲渡し又は保

守業務を委託させることはできない。 

⑹  支払い方法 

 当該月の作業完了後、作業が完了したことを、明記した書類を提出の上、その作業に

要した金額の請求を行うこと。ただし乙が、遵守事項に違反したとき並びに、京都市に

損害を与えたときは、その月の支払いを留保し、乙は、京都市の指示に従って適正な処

置をとらなければならない。 

 

２ 保守管理 

 乙は、保守管理に支障をきたさないよう、常に保守管理に精通した冷房機取り扱い者

を派遣し適宜保守管理を行い、かつ１名常駐させること。 

 

３ 冷房機運転時間 

  月曜日～金曜日 午前８時１０分～午後５時１５分迄 

  土曜日・日曜日・祝日 休止 

  ただし、庁舎管理者が必要と認める場合は、運転を中止することができる。その場合

は、ボイラの清掃等を行うものとする。 

 

４ 冷房機取扱者 

⑴  乙は、あらかじめ冷房機取扱者を定め、庁舎管理者の承認を受けること。又、その



後において異動が生じた場合は、直ちに異動内容を文書で報告すること。 

⑵  取扱者は、機械室の鍵を庁舎管理者から受け取り、作業終了後は完全に後始末をし、

施錠したうえ、直ちに返還すること。 

 

５ 使用施設             

 乙は、冷房機保守管理者に際して使用することができる本市の施設は、次のとおりと

する。 

⑴  機械室 

⑵  冷房機の保守管理に必要な電気及び水道 

⑶  冷凍機油 冷媒         

 

６ 清掃 

  機械室の清掃は、乙において行う。 

 

７ 運転日誌 

取扱者は、別途冷凍機の運転日誌に必要事項を記入のうえ翌朝庁舎管理者に提出しな

ければならない。 

 

８ 契約の解除 

⑴  甲は、次の各号のいずれかに該当するときは、契約を解除できる。 

ア 執務室移転等により、当該設備を保守管理する必要がなくなったとき。 

イ その他契約を継続しがたい重大な事由が発生したとき。 

⑵  甲は、前項の場合、契約金額を変更するものとする。その場合、契約金額を月割りし、

保守管理を実施した月までの金額を支払うものとする。 

 

９ その他 

   上記の他、冷暖房の保守管理に必要な事項は、庁舎管理者の指示に従い取り扱うもの

とする。 

なお、本仕様書に掲げる業務以外の業務の必要が生じた場合は別途契約する。 

 

 

 



暖房機（ボイラ）保守管理業務委託仕様書 

 

この仕様書においては、京都市西京保健福祉センター別館を「甲」といい、受託業者を

「乙」という。 

 

１ 総則 

   乙は、京都市西京保健福祉センター別館の暖房機の保守管理（暖房機切り替え工事、

始業点検運転調整等をいう以下同じ）を京都市契約事務規則並びに関係法規等を遵守す

るとともに、下記業務内容に基づき完全に施行すること。 

   また甲は、京都市役所オリジナル環境マネジメントシステム（ＫＹＯＭＳ）実施事業

所のため、乙は、甲が行うＫＹＯＭＳに係る各種取組に積極的に協力すること。また、

当該業務に従事する者に、甲の環境方針、取組事項等を周知すること。 

 

⑴  委託期間 

令和５年１１月６日～令和６年３月３１日 

⑵  遵守事項 

乙は、この業務については、京都市契約事務規則を遵守するとともに、火災予防につ

いては特に留意し、又契約履行中知り得た京都市の秘密に属する事項を第三者に漏らし

てはならない。 

⑶  損害賠償額の算定 

 暖房機の保守管理業務の実施に伴い、京都市の施設に損害が生じた場合、損害賠償額

の算定については、京都市の決定によるものとする。 

⑷  業務上の傷害   

 派遣技術者の業務上等の、傷害事故については、本市は、一切責任を負わないものと

する。 

⑸  権利の譲渡 

 乙は、本市の同意がなければ、本契約により生じた権利義務を第三者に譲渡し又は保

守業務を委託させることはできない。 

⑹  支払い方法 

 当該月の作業完了後、作業が完了したことを、明記した書類を提出の上、その作業に

要した金額の請求を行うこと。ただし乙が、遵守事項に違反したとき並びに、京都市に

損害を与えたときは、その月の支払いを留保し、乙は、京都市の指示に従って適正な処

置をとらなければならない。 

 

２ 保守管理 

 乙は、保守管理に支障をきたさないよう、常に保守管理に精通したボイラ取り扱い者

を派遣し適宜保守管理を行い、かつ１名常駐させること。 

 

３ ボイラ運転時間 

  月曜日～金曜日 午前８時１０分～午後５時１５分迄 

  土曜日・日曜日・祝日・１２月２９日～翌年の１月３日 休止 

 ただし、庁舎管理者が必要と認める場合は、運転を中止することができる。その場合

は、ボイラの清掃等を行うものとする。 

 

４ ボイラ取扱者の資格 

  ２級ボイラ技師以上の資格を有する者とする。 



 

５ ボイラ取扱者 

⑴  乙は、本契約締結後１５日以内に、ボイラ取扱者の指名及び、ボイラ技師免許の写し、

並びにボイラ取扱者の経歴書及び本市の指示する書類を提出すること。又、その後に

おいて異動が生じた時は、直ちに異動内容を文書で報告すること。 

⑵  乙は、あらかじめボイラ取扱責任者を定め、庁舎管理者の承認を受けること。 

⑶  ボイラ取扱責任者は、機械室等の鍵を庁舎管理者から受け取り、作業終了後は完全に

後始末をし施錠したうえ、直ちに返還すること。 

⑷  ボイラ取扱責任者は、作業終了後直ちに暖房日誌を作成し、庁舎管理者に提出するこ

と。 

 

６ 乙が、ボイラ保守管理に際して使用することができる本市の施設等は、次のとおりと

する。 

⑴  ボイラ室 

⑵  ボイラ保守管理に必要な重油、電気及び水道 

 

７ ボイラの清掃、修繕等 

 乙が、ホイラ及び圧力容器安全規則に規定された操作を必要とする作業、その他調整

等を行う場合は、ボイラ運転時間外に行うものとし、庁舎管理者に事前に承認を得てそ

の結果について書面で報告するものとする。 

 

８ 危険物取扱主任者 

 乙は、危険物取扱主任者を選任し、その作業を行うとともに関係官庁等への諸届け出

の代行を行うこと。 

 

９ ボイラ取り扱い業務内容 

⑴  ボイラの機種 

  ・鋳鉄製前後組合型（温水式） 

  ・昭和ボイラＨＯＷ～１５１１～Ｃ 

  ・電熱面積   ８．８７㎡ 

⑵  ボイラ取り扱い方法 

ア 当該ボイラに最も適した効果的な取り扱いを行うこと。 

イ ボイラ取扱責任者は、ボイラによる危害防止について常に注意を払いボイラについ

て異常を認めたときは、直ちに適当な措置を講じなければならない。 

ウ ボイラ取扱責任者は、次の各号に掲げる事項を行わなければならない。 

  ①急激な負荷の変動を与えないように努める。 

  ②最高使用圧力をこえて、圧力を上昇させないこと。 

  ③逃し管の機能保持に努めること。 

  ④水面測定装置の機能を検査すること。 

  ⑤給水装置の機能保持に努めること。 

  ⑥自動制動装置の点検及び調整をすること。 

⑶  ボイラ取扱責任者は、ボイラ及び圧力容器安全規則第２２条、第２３条、第２８条及

び第２９条について、庁舎管理者が規則を守るために必要な資料を提出しなければな

らない。 

⑷  前記の他、ボイラ及び圧力容器安全規則を遵守し、保守管理を行う。 

 



１０ 契約の解除 

⑶  甲は、次の各号のいずれかに該当するときは、契約を解除できる。 

ア 執務室移転等により、当該設備を保守管理する必要がなくなったとき。 

イ その他契約を継続しがたい重大な事由が発生したとき。 

⑷  甲は、前項の場合、契約金額を変更するものとする。その場合、契約金額を月割りし、

保守管理を実施した月までの金額を支払うものとする。 

 

１１ 上記の他、ボイラの保守管理に必要な事項は、庁舎管理者の指示に従い取り扱うも

のとする。 

   なお、本仕様書に掲げる業務以外の業務の必要が生じた場合は別途契約する。 


